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日本のクリエイティブ産業企業の成長戦略
—セガサミーのケース—

近　藤　　　光　

要旨

　本稿の目的は，日本のクリエイティブ産業における重要企業のひとつである

セガが，パチンコ・パチスロなど遊技機の製造・販売大手のサミーによって経

営統合されるまでのプロセスを整理することである。2004年のセガサミーホー

ルディングスの設立後，クリエイティブ産業においてはバンダイとナムコの合

併によるバンダイナムコが誕生した。この合併はそれぞれの事業分野を活かし

た相互補完的なものであったが，それと比較してセガがサミーの経営統合はど

のような意味を持つだろうか。かつて任天堂やソニーと家庭用ゲーム機市場で

争い，家庭用・業務用を問わず優れたゲームを世に出し続けてきたセガがなぜ

経営統合されるに至ったのか。

　本稿では，セガとサミーの発展プロセスと経営統合に至る要因を整理したう

えで，経営統合後のセガサミーの戦略について考察を行う。
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はじめに

　セガサミーホールディングス株式会社（以下，セガサミー）はゲームメーカー

として長い歴史を持つセガとパチスロ・パチンコ機の大手メーカーであるサ

ミーが経営統合して誕生した。2003年12月にサミーがセガを買収するかたちで

進められた両社の経営統合により誕生したセガサミーは，日本のクリエイティ

ブ産業を代表する企業のひとつとなった。2023年３月現在，セガサミーは，エ
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ンタテインメント・コンテンツ事業，遊技機事業，リゾート事業を柱とする総

合エンタテインメント企業となっている。ホールディングスの下，ゲームを中

心とするエンタテインメント・コンテンツ事業をセガが，パチンコ・パチスロ

機を中心とする遊戯機事業をサミーが運営している。

　かつて任天堂やソニーとゲーム機市場で争い，優れたゲームを世に出し続け

ているセガがなぜ経営統合されるに至ったのか。セガとサミーが経営統合を果

たすまでの両社の発展のプロセスと戦略はどのようなものであったか。こうし

た問いを検討しつつ、セガサミーのクリエイティブ産業における位置づけにつ

いて考察を行う。

　本稿では，（1）セガとサミーの創業から経営統合に至る発展プロセス，（2）

両社が経営統合するに至った要因，（3）ホールディングス設立後のセガサミー

の経営状況について分析する。

　１節では，日本のクリエイティブ産業の現状とセガサミーの事業構造につい

て概観する。２節では，セガとサミーについてその創業から経営統合に至るま

での２社の発展プロセスを個別に考察する。３節では，セガサミーの経済性と

して，経営統合後の業績の推移，経営統合がもたらした影響について整理する。

そして，おわりにで本稿の結論と今後の課題を示す。

１．日本のクリエイティブ産業の現状

　1 - 1　クリエイティブ産業の市場規模

　経済産業省は，ファッション，食，コンテンツ，地域産品，すまい，観光，広告，

アート，デザインの９分野をクリエイティブ産業と定義している１が，クリエ

イティブ産業については統一的な定義があるわけではない。

　本稿で取り扱うセガサミーはセガを中心としたエンタテインメント・コンテ

ンツ事業と，サミーを中心とした遊技機事業でグループ売上全体の約97％（2021

１ 詳細は近藤（2020）および経済産業省（2012）を参照。
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年度）を占めている。

　デジタルコンテンツ協会によれば，2021年の日本のコンテンツ産業の市場規

模は12兆7582億円であった。このうち動画が最も大きく４兆2849億円，静止画・

テキストが３兆1207億円，ゲームが２兆3389億円，複合型が２兆1571億円，音

楽・音声が8566億円となっている２。セガサミーのエンタテインメント・コン

テンツ事業の中心はゲームであるが，それ以外にもアニメーション映画の企画・

制作・販売，玩具等の開発・製造・販売が同セグメントに含まれる３。

　セガサミーのもう一つの柱は遊技機事業である。矢野経済研究所によれば

2021年のパチンコ関連機器の市場規模は7378億円であった。このうち，パチン

コ機が4343億円，パチスロ機が2592億円を占めている４。また，パチンコ・パ

チスロ機が設置されている店舗（ホール）の売上は2021年14兆6000億円であっ

たが，これは余暇産業55兆7600億円のなかで最も大きな割合を占めている５。

なお，業務用ゲームの市場規模は全体で約5260億円であり，このうちゲーム機

販売高が1073億円，オペレーション売上高が4187億円であることから，パチン

コ関連の市場の大きさが理解できる（数値は2020年６）。

　1 - 2　セガサミーの事業構造

　セガサミーの事業はエンタテインメント・コンテンツ，遊技機，リゾートの

３事業に分類されている。2021年度，売上高でもっとも大きな割合を占めるの

２ デジタルコンテンツ協会（2022）。
３ 玩具はセガサミーの連結子会社であるセガトイズ，アニメーションは同トムス・エン

タテインメントが主に扱っている。両事業ともセガサミーのセグメントとしてはエン

タテインメント・コンテンツ事業に分類される。
４ 矢野経済研究所Webページ，「パチンコ関連機器市場に関する調査を実施」（https://

www.yano.co.jp/press-release/show/press_id/3085）2023年３月15日アクセス。
５ 『レジャー白書2022』。
６ 日本アミューズメント産業協会（JAIA）のデータによる。なお，2019年は市場全体

で約7055億円であった。（https://jaia.jp/お知らせ/2019年度「アミューズメント産業

界の実態調査報告/）2023年３月８日アクセス。
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がエンタテインメント・コンテンツ事業である７。同事業の売上は2359億円で

セガサミー全体の約73.5％に相当する。次いで遊技機事業の売上高は758億円

であり，約23.6％を占める。これにリゾート事業が加わるが，同事業の売上高

は86億円であり，全体に占める割合は約2.6％と小さい。

　セガサミーの売上高は2008年度は4291億9500万円であったが，2021年度には

3209億4900万円と大幅に下落している（図表１）。同図表には日本のクリエイ

ティブ産業企業４社の売上が示されているが，セガサミーの下落は際立ってい

る。特に同時期に誕生したバンダイナムコと比較すると，2008年度はセガサ

ミーがバンダイナムコを若干上回るがほぼ同規模であった。しかし，2021年度

の売上高は，バンダイナムコが8892億2700万円だったのに対して，セガサミー

は3209億4900万円と倍以上の差が生じている。

　セガとサミーの合併によって誕生したセガサミーは，ゲームコンテンツ，ア

ミューズメント運営など事業領域からみてもバンダイナムコにとって競合企業

といえるが，明暗が分かれた形である８。

図表１　４社の売上高の推移　　　　　　　 単位：100万円　

出所：各社の『有価証券報告書』や『アニュアルレポート』などから作成。

７ 数値は特に断りがない限り，セガサミーの『有価証券報告書』および『アニュアルレポー

ト』による。
８ バンダイナムコの誕生については近藤（2020）を参照のこと。
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２．セガとサミーの創業から統合まで

　前述の通り，ゲームを中心に事業を展開していたセガとパチスロ・パチンコ

といった遊技機を中心に展開していたサミーが経営統合を開始したのは2003

年，そしてセガサミーホールディングスが設立されたのは2004年であった。両

社の経営統合までの歴史は次の通りである。

　2 - 1　セガの創業から経営統合まで９

　ジュークボックスからゲーム産業へ

　セガは1951年に設立後，1957年に社名変更，1960年に分社化，1965年に株式

会社セガ・エンタープライゼスに社名変更，2000年になると株式会社セガ（2000

年から2012年）と名称変更するなど，組織再編を繰り返してきた。本節では創

業から経営統合までを整理する。

　1951年４月，リチャード・ディ・スチュワートとレイモンド・ジェイ・レメー

ヤは「レメーヤ＆スチュアート」を設立。同社はアメリカからジュークボック

スやスロットマシンを輸入し，米軍施設向けに販売や賃貸する業務を行ってい

た。その後，自ら業務用アミューズメント機器の製造を開始，スロットマシン

等を海外へ輸出するようになった。1957年１月に「サービス・ゲームズ・ジャ

パン」に社名を改め，さらに1960年６月に日本娯楽物産株式会社（以下，日本

娯楽物産）と日本機械製造株式会社（以下，日本機械製造）の２社に分割された。

　日本娯楽物産は販売を日本機械製造は製造を担うという分業体制であった

が，1964年６月に日本娯楽物産が日本機械製造を吸収合併し，再度１社体制に

戻った。日本娯楽物産は1965年７月にゲームセンターを運営していた「有限会

社ローゼン・エンタープライゼス10」を吸収合併し，商号を「株式会社セガ・

９ 本項に書かれた内容は主にセガ・エンタープライゼス，セガサミー『有価証券報告書』

（各年版）に基づいている。
10 ディヴィット・ローゼンが1954年４月に設立。1965年７月セガ・エンタープライゼス

の代表取締役を務めたほか，米国子会社の社長などを歴任。
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エンタープライゼス」に改めた11。これにより，アミューズメント機器の製造・

販売に加えて，アミューズメント施設の運営を開始することになった。

　同時期，日本ではクレーンゲームが流行していた。イタリア製のマシンが輸

入されたことがきっかけだったとされるが，日本企業も製造に乗り出し，太東

貿易（現，タイトー）が「クラウン602」，セガ・エンタープライゼスが「スキ

ルディガ」を1965年に発売している12。この時期，株式会社さとみ（後にサミー

に発展）もクレーンゲームの開発を開始している。

　1966年12月，セガはシューティングゲーム「ペリスコープ」を発売し世界的

ヒットとなった13。これをきっかけにセガはアーケード・ゲーム市場における

重要企業になっていく14。なお，同ゲームはいわゆるビデオゲームではなく，

当時主流だったエレメカ（モニタを用いないゲーム）である15。また，セガは

1969年にアメリカのコングロマリットであるガルフ・アンド・ウエスタン・イ

ンダストリーズ（後のパラマウント・コミュニケーションズ16）の傘下に入っ

ている。

　1973年，セガはビデオゲーム「ポントロン」を発表。これはセガによる初の

アーケード向けのビデオゲームであった17。1978年には米国グレムリン社を買

収し，アーケードゲーム機のノウハウを獲得。同年，タイトーが発売した「ス

11 セガ・エンタープライゼスの社名は「サービス・ゲームズ（Service Games）」から命

名された。
12 日本アミューズメントマシン協会Webページ，「アーケードゲーム機の歴史 1960年代 

開拓者たちの時代」（https://jaia.jp/history/pdf/history_1960_01.pdf）。2023年３

月20日アクセス。
13 セガサミー Webページ，「セガサミーグループの歩み」（https://www.segasammy.

co.jp/japanese/pr/corp/history/history_sega/）2023年３月20日アクセス。
14 セガ「セガハード大百科」参照。
15 セガ「アーケードゲームヒストリー」参照。
16 同社は2023年３月現在バイアコム社の傘下となっている。
17 内容はアタリ社が1972年に発売した「PONG」のコピーであり，オリジナル作品とは

言い難い。1973年，タイトーも「エレポン」を発売しており，「ポントロン」と合わ

せて日本初のビデオゲームと考えられている。
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ペースインベーダー」によってビデオゲームがブームとなるが，セガはその流

行に乗り，1979年に同社初のオリジナルのビデオゲーム「ヘッドオン」を開発

した18。

　ゲームセンターを運営し，そこに自社のゲーム機を投入するというセガのビ

ジネスは，ビデオゲームブームとともに大きく拡大していく19。更に，1980年

代には家庭用ゲーム機の開発が各社により行われたが，セガもこれに追随する

かたちでSG-1000（1983年）で市場参入を果たした。

　この時期，セガの経営体制に大きな変化があった。1984年４月，コンピュー

タサービス株式会社（後，CSK）がセガ・エンタープライゼスに資本参加し，

同グループの大川功が会長として経営に参画した。このCSKとの関わりはセ

ガとサミーの合併にも大きな影響を与えていく。

　メガドライブ発売から2000年までのセガの経営

　1988年はセガにとって大きな飛躍の年であった。そのひとつが東証二部に上

場したこと，そしてもうひとつが同年10月に家庭用ゲーム機「メガドライブ」

を発売したことである20。メガドライブはセガの家庭用ゲーム機史上もっとも

普及したマシンとされており，北米では一時期市場シェアでトップに立ってい

た21。メガドライブの好調もあり，1990年10月に東証一部上場を果たしている。

1980年代なかばから2000年頃までの売上高と経常利益の推移は図表２の通りで

18 セガ「セガハード大百科」参照。
19 セガはその後も「ハングオン」（1985年），「スペースハリアー」（1985年）などの体感ゲー

ム，「UFOキャッチャー」（1985年）などのプライズゲームといった多様なゲーム機を

開発していく。セガWebページ「History Topics」（https://www.sega.jp/history/

arcade/topics/index.html）2023年３月８日アクセス。
20 アメリカでは1989年にGENESISとして発売された。
21 セガ「セガハード大百科」参照。メガドライブはセガにとって日本で初めて100万台以

上を出荷したゲーム機となった。なお，後に発売されたセガサターンはメガドライブ

を上回る出荷台数であった。
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ある。1985年度の売上高は313億5600万円であったが，その５年後には1000億

円を超える規模まで拡大していく。

図表２　セガの売上高と経常利益の推移　　（単位：100万円）　

　注：1990年度から決算期を３月に変更，同年度は11 ヶ月の決算期である。

　出所：セガ『有価証券報告書』各年度より作成。

　前述したとおり，セガはアーケード機からゲーム産業に参入。ゲーム機の製

造・販売に加えて，ゲームセンター運営を主な業務としてきた。しかし，家庭

用ゲーム市場が拡大するにつれ，売上に占めるコンシューマー機器の比率が上

昇している（図表３）。ビデオゲームブームによってゲーム機販売が延び，さ

らにそれが家庭用ゲーム機の拡大にもつながったと考えられる。

　日本のゲーム市場はアーケードゲームが主導し，それを家庭用ゲーム追いか

ける形で発展していったと考えられるが，両市場でハードとソフトの開発に強

みをもつセガはゲーム産業の重要企業となっていった。メガドライブ以降，セ

ガが発売した主な家庭用ゲーム機としては，メガドライブ２（1993年），セガ

サターン（1994年），ドリームキャスト（1998年）がある。

　高性能を必要とする先進的なゲームをアーケード向けに開発，それを自ら経

営するゲームセンターで稼働させ，さらにそのゲームタイトルをコンシュー

マーゲームに展開していく。アーケードゲーム機の開発と施設の運営，そして

コンシューマーゲームへの展開はナムコも行っていたが，大きな違いはコン

シューマーゲーム機への注力である。ナムコはアーケード向けにはハードの開
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発から手掛けたが，コンシューマーゲーム機を市場に投入することはなかった22。

　コンシューマーへの注力はセガの組織構造にも現れており，同時期，コン

シューマー統括本部が設立され，家庭用ゲームおよび玩具は，国内はH・E事

業部，海外は海外コンシューマ事業部が担うという組織再編が行われた23。

図表３　セガのセグメント別売上比率（単体）の推移  （単位：％）

　注：1999年度と2000年度のみ連結総売上高に対する比率である。

　出所：セガ・エンタープライゼス『有価証券報告書』（各年版）より筆者作成。

　メガドライブの成功によって，セガの事業は業務用ゲーム機，アミューズメ

ント施設運営に加えて，コンシューマーゲーム機（およびゲームソフト）の３

つの領域に展開した。しかし，その後はコンシューマゲーム機事業の不振によっ

て経営危機に陥る。セガは高い技術力と魅力的なゲームで市場に大きな影響を

与えたが，ゲーム機の開発と生産は巨額の資金を必要とすることもあり，1999

年度，2000年度は連結・単体ともに経常利益は大幅なマイナスとなった。

22 自社での家庭用ゲーム機開発を考えていたこともあったが，ソニーのプレイステーショ

ンと協力することとなった。詳細は近藤（2021）を参照。
23 家庭用ビデオゲーム（ホームビデオゲーム）は1987年度まではホームビデオ事業部が

担当していたが，1988年度から変更された。セガ『有価証券報告書』各年版参照。
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　経営危機とサミーとの経営統合

　セガは2000年に株式会社セガへと社名を変更した。同年，アーケードゲーム

機の自社製造からの撤退，ゲーム開発部門の分社化，2001年には家庭用ゲーム

機からの撤退と事業の縮小などが進められていった。こうしてセガはハードか

らは撤退し，ソフトウェアと施設運営中心のビジネスへと転換していく。

　上記のゲーム開発部門の分社化は2000年４月に実施され，株式会社ワウエン

ターテイメント，株式会社ヒットメーカー，株式会社アミューズメントヴィジョ

ン，株式会社セガ・ロッソ，株式会社スマイルビット，株式会社オーバーワー

クス，株式会社ソニックチーム，株式会社ユナイテッド・ゲーム・アーティス

ツがセガの完全子会社として設立された24。しかし，2004年５月にふたたびセ

ガに統合されている。

　2000年以降，経営の立て直しに苦心していたセガは，サミーとの経営統合よ

り前に，バンダイとの合併が発表されたこともあった25。また，CSKの大川功

は2001年に経営危機にあるセガを救済するため個人資産約850億円を会社に贈

与している。それでもなお，同社の経営状態は危ういものであった。

　以上が経営統合までのセガの状況である。ジュークボックスの輸入・販売業

務からスタートしたセガはアーケードゲームの開発と施設運営で業績を拡大。

同社の強みは高い技術を用いたビデオゲームの開発であり，これはアーケード，

コンシューマーの両方で展開していった。家庭用ゲーム機市場の有力メーカー

のひとつとして，任天堂，ソニーなどライバル企業と競争を繰り広げた。家庭

24 これら完全子会社のほか，85.3％出資の株式会社ウェーブマスターも設立されている。

セガ『有価証券報告書』。ワウエンターテイメントとオーバーワークスは2003年10月

に合併して株式会社セガワウとなった。開発部門の分社化は独立採算制をとり，各子

会社の上場も視野にいれたものであったが統制が取れず統合されたという経緯があ

る。西川（2004）参照。
25 1997年１月セガとバンダイは10月に合併すると発表したが，その後取りやめとなった。

PC Watch Webページ「セガとバンダイ，10月１日に合併することを発表，新社名は

「セガバンダイ」」（https://pc.watch.impress.co.jp/docs/article/970123/segaband.

htm）2023年３月８日アクセス。
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用ゲーム機は世代ごとに競争が展開されるが，セガは技術的に優れたハードを

発売したものの，どの世代でもトップのシェアを獲得することはできなかった。

特にドリームキャストの失敗は大きく，巨額の赤字の原因ともなった（図表２，

図表３）。

　2 - 2　サミーの創業から経営統合まで 26 

　サミー工業設立からゲーム事業への参入

　サミーの前身となったのは1947年に里見治夫が創業した株式会社さとみ27で

ある。里見治夫の長男，里見治は1963年に同社に入社，事業の一部として娯楽

機製造・販売部門を始めた28。これが発展し1975年に設立されたのがサミー工

業株式会社である。

　里見治は青山学院大学在学中に娯楽機械をリースする業務をはじめたが，そ

のきっかけは，当時，日本娯楽物産のコミッション・セールスとしてピンボー

ル・マシンを納入する仕事をしていた人物との交流だった。その人物に同行し，

里見は業務用ゲーム機の将来性を確信したという29。

　当時のゲーム機は海外からの輸入が主流であり，輸入するには日本娯楽物産

や太東貿易のような外国人経営者の企業に頼る必要があった。ゲーム機を仕入

れられても販売先で競合するため，里見はゲーム機の独自開発へと方針を転換

していく30。クレーンゲームなどで成功を収めたが，業務用ゲームは製品の世

代交代がはげしく開発に苦労していた。その頃，1975年に名古屋のパチンコ

メーカーと共同開発したアレンジボール31によって遊技機市場に参入した。ま

26 本項に書かれた内容は主にサミー，セガサミー『有価証券報告書』（各年版）に基づい

ている。
27 設立初期は東京栄養食品という社名であり。豆腐販売を主な業務としていた。その後，

1965年に株式会社さとみに名称を変更している。
28 『日経ビジネス』2001年11月５日，p.99。
29 千野信浩（1999），pp.146-147。
30 千野信浩（1999），pp.146-147。
31 アレンジボールは遊技機の一種であり，厳密にはパチンコ機と異なる。
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た，1978年にタイトーが「スペースインベーダー」をヒットさせると，ライセ

ンスを受けて「STスペースインベーダー」を発売，さらに1980年にナムコか

らライセンスを受けて「STギャラクシアン」を製造・販売するなど，アーケー

ド向けビデオゲーム市場にも参入した。しかし，同社がこの時期に展開したビ

デオゲーム事業は，ライセンスを受けてオリジナルと同一内容のゲームを製造・

販売していたにとどまり，独創性を追求するようなものではなかった。ただ，

エレクトロニクスに強みを持っていた同社は，これをパチスロ含む遊技機の開

発に展開していった。

　遊技機事業による事業拡大

　遊技機市場へと参入したサミーは1982年にパチスロの製造を開始。1989年に

発売した「アラジン」はパチスロ機として大ヒットとなった。1990年には家庭

用ビデオゲーム市場への参入も果たした32。更に1994年にパチンコ機の製造を

開始し，総合娯楽メーカーへと発展を遂げていく。サミーは長らく非上場であっ

たが，1999年12月に株式公開を果たした。

図表４　サミーの売上高の推移　　　　　　（単位：100万円）　

　出所：サミー『有価証券報告書』『アニュアルレポート』などの数値から作成。

　2000年度のサミーの販売実績は782億7596万円であり，遊技機事業が691億円，

業務用アミューズメント機器42億円，家庭用テレビゲームソフト39億円，その

32 ファミリーコンピュータ向けのソフトとして，1990年に「忍者クルセイダーズ 龍牙」

を発売した。
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他事業が10億円であった。同年のセガの売上比率と比較しても，偏りの大きさ

は際立っている（図表３）。

　図表５はサミーのセグメント別の売上比率を示したものである。一貫して遊

技機の比率が高いことがわかる。サミーは遊技機市場への偏重を是正すべく，

業務用アミューズメント，家庭用テレビゲーム，その他の３領域をまとめて

「NEWS（New Entertainment World of Sammy）」と呼び，拡大を目指して

いたが，自社のみでの展開には限界があったと考えられる。

図表５　サミーのセグメント別売上比率（連結）の推移

　出所：サミー『有価証券報告書』『アニュアルレポート』などの数値から作成。

　以上がサミーの創業からセガとの経営統合直前までの流れである。1975年，

サミー工業として独立したサミーは，当初，ジュークボックスやスロットマシ

ンなどの機械を輸入販売するという業態であり，この点はセガと共通している。

その後，セガがビデオゲームを主軸に発展していったのに対して，サミーは遊

技機市場で競争優位を獲得していった。

　両社はそれぞれの領域で有力な企業となったが，セガはゲーム・コンテンツ

において高い技術を持ちながらも，ハード事業の失敗により，経営状態が悪化

していた。一方，サミーは遊技機事業の高収益に支えられ経営状態は良好であっ

たが，NWES事業の拡大に苦戦しており，非常に偏った事業構造となっていた。



千葉経済論叢　第68号

－294－

３．セガサミーのシナジー

　3 - 1　セガとサミーの経営統合

　サミーとセガは合併が正式に実行される前からつながりをもっていた33。両

社の共通点は創業時の事業だけでなく，CSKの大川功との関わりにも求めら

れる。1990年代，サミーは経営的に苦しい時期があったという。この時，里見

は大川を訪ね，サミーの支援を要請した。結果，約80億円の資金援助を得て経

営を立て直すことができたという34。

　2003年12月，サミーはセガと経営統合を進めることになった。当初はセガを

吸収する方法も検討されたが，結果的には2004年10月にセガサミーホールディ

ングスを設立し，両社の独立性は確保されることになった。

　3 - 2　経営統合の評価

　合併後から現在までのセガサミーの売上高の推移は図表６の通りである。経

営統合直後の2004年度，セガサミーの連結売上高は5156億円であった。このう

ち，遊技機事業が2801億円と過半数を占めている。一方，アミューズメント機

器とアミューズメント施設，そしてコンシューマ事業を合わせると2118億円ほ

どであった。次いで，営業利益を見ると遊技機が占める割合が非常に大きい。

サミーによるセガ救済という側面をもった合併であることがこのように数値に

も現れている。2005年度と2006年度はコンシューマ事業，アミューズメント機

器事業，アミューズメント施設事業すべてが売上高を伸ばし黒字化した。しか

し，2007年度に入ると連結売上高は5000億円を下回り，営業利益も初のマイナ

スとなった。同年はアミューズメント施設とコンシューマ事業で赤字が生じ，

遊技機の売上が低下，営業利益も84億円と大幅に下がった。2009年度を見ると，

33 2001年８月にはセガが保有していたドリームキャスト関連の開発子会社をサミーが買

収しているほか，2002年５月には業務用ゲーム機の開発で両社は提携を結んでいる。

詳しくは福井・藤尾（2003）。
34 村田（2004a），pp.28-33参照。
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連結売上高は更に低下して3846億円となった。遊技機の売上は多少回復したも

のの，2004年度の水準には程遠く，更にアミューズメント施設の売上も下落

している。そのような状況でもなお，遊技機は295億円の営業利益を計上して

いる。

　　　　　図表６　セガサミーの売上高および営業利益の推移　　　（単位：100万円）

　出所：セガサミー『有価証券報告書』および『アニュアルレポート』より作成。

　両社の合併をどのように評価すべきだろうか。サミーとしては，セガと経営

統合することで，セガが持つ豊富なコンテンツとゲーム関連の技術を獲得する

ことができる。これは高収益を上げていながらも遊技機事業に偏重し，その他

の事業拡大に苦戦していたサミーにとって非常に魅力的であったといえる。

　一方，セガはゲーム機から撤退し，ゲームソフトとアミューズメント事業に

注力することになった。セガはセグメント別の売上構成が分散しており，合併

直前の2003年度の数値でもアミューズメント機器（約603億円），アミューズメ

ント施設（約698億円），コンシューマ（約610億円）と3部門の売上高に大きな
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ばらつきはなかった35。

　両社の合併は事業分野の重複もそれほど多くなく，多角化を進めたいサミー

とゲーム開発に資金を必要としているセガの双方にとって，相互補完的なもの

であった。特に近年はパチスロやパチンコなどの遊技機でもアニメやゲームな

どのコンテンツが活用されており，その点でもセガとサミーの経営統合は理に

かなったものだったといえる36。

　3 - 3　経営統合後の組織再編

　両社の経営統合は相互補完的でありながら，業績の推移（図表６）を見る限

り十分な結果とは言い難い。特に同時期に誕生したバンダイナムコと比較する

と売上高など大きく差がついている。

　このような状況を受けてか，セガサミーは2015年４月に組織再編を実施した。

これによってセグメントは遊技機事業，エンタテインメントコンテンツ事業，

リゾート事業のセグメントに振り分けられた。遊技機事業はこれまでと変わら

ないが，エンタテインメントコンテンツ事業はこれまでの「アミューズメント

機器，アミューズメント施設，コンシューマ事業」が統合されたものである。

新たに創設されたリゾート事業はこれまで「その他」に分類されていたもので，

同社の統合型リゾートに注力する方針を反映させたものである。2015年時点で

は，宮崎県にあるシーガイアなどのリゾート施設，ジョイポリス，オービィ横

浜などのテーマパーク，韓国の「パラダイスカジノ仁川」といった海外IR（統

合型リゾート）がこれに含まれる。セガサミーはIR事業を次の事業の柱にす

るためレジャー事業に注力していたが，この組織再編にもそれが現れている。

35 セガ『有価証券報告書』2003年度，販売の状況より作成。
36 経営統合後のインタビューにおいて，遊技機事業，コンシューマー事業，アミューズ

メント事業で生まれたコンテンツを相互に展開することでシナジーを発揮させるとい

う展望を語っている。村田（2004b）参照。
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おわりに

　以上，セガとサミーはともに海外から輸入されたジュークボックスやスロッ

トマシンの販売からスタートしながらも，それぞれ異なった経路をたどり，エ

ンターテイメント企業へと成長を続けた。

　セガはエレメカの開発，ビデオゲームの開発・販売を強みとして，アーケー

ドゲーム機，アミューズメント施設，コンシューマ事業へと拡大。日本だけで

なく世界のコンテンツ産業においても重要な総合エンタテインメント企業へと

成長した。一方，サミーは同じくアーケードゲーム機への進出から，アレンジ

ボール，パチスロと遊技機市場で成功し，アミューズメント施設運営や家庭用

ゲーム開発などを推進し，やはり総合エンタテインメント企業を目指していっ

た。セガが家庭用ゲーム機での失敗から経営危機に陥ったことがきっかけでサ

ミーによる経営統合が行われた。それぞれが得意とする事業に重複は少なく，

相互補完的な経営統合であるといえる。

　社会問題化することによる規制や若者のパチンコ・パチスロ離れなど，遊技

機事業の売上が低下し続けていることも大きな課題である。これを打開するの

が日本におけるIR（統合型リゾート）の実現だと考えられるが，その先行き

も確かではない。一方，セガが中心となるエンタテインメントコンテンツ事業

については売上・利益ともに拡大傾向にある。特にコンテンツ産業は日本市場

に限定されないため，今後も継続した拡大が見込める事業といえる。

　統合後の両社の経営についてはより詳細に検討する必要があるが，この点は

今後の課題としたい。

附記　本稿は科学研究費基盤研究（C）研究代表者：近藤光「企業の多角化と

メディアミックスの経営史：日本クリエイティブ産業企業の比較研究」（研究

課題/領域番号18K01769），科学研究費基盤研究（C）研究代表者：近藤光「企

業の共創活動とメディアミックスの経営史:クリエイティブ産業共進化の歴史

分析」（研究課題/領域番号22K01681）による成果である。
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付表１　セガとサミーの創業から経営統合までの主な出来事 

　出所：各社のWebページ，『有価証券報告書』などをもとに作成。


